
「平成２３年度中小企業者に関する国等の契約の方針」のポイント 
 

「国等の契約の方針」は、中小企業者の受注の機会の増大を図るため、官公需法（「官公需につい

ての中小企業者の受注の確保に関する法律」（昭和４１年法律第９７号））に基づき、毎年度閣議決

定しているもの。平成２３年度における国等の契約の方針のポイントは以下のとおり。 

１．中小企業者の受注機会の増大のための主な措置 

東日本大震災で被災した中小企業者の早期の復旧・復興や被災者の雇用の確保が喫緊の

課題になっていることに加え、全国の中小企業者の事業活動にも影響が及んでいる中、中

小企業の受注機会の増大を図るため有益な既存の取組（分離・分割発注の推進、同一資格

等級区分内での競争、官公需適格組合の活用等）を引き続き進めるとともに、以下の措置

を講じる。 
 

（１）東日本大震災の被災地域等の中小企業者に対する配慮  

被災地域等の中小企業者の復興とそれを通じた被災者の雇用拡大に資するため、以下の

取組を実施。 

① 官公需相談窓口における相談対応 

② 適正な納期・工期の設定及び迅速な支払 

③ 地域中小企業の適切な評価 

④ 科学的・客観的根拠に基づく適切な契約 

⑤ 官公需における被災地域産品の調達の奨励 

（２）調達・契約手法の多様化における配慮  

① 一括調達や共同調達を行う場合は、中小企業者の受注機会の観点から、適切な調達

品目の選定、配送エリアの設定等に努める。 

② 総合評価落札方式、一括調達や共同調達以外の新たな調達・契約手法の多様化を行う

場合は、中小企業者の受注機会の確保、事業環境への影響等に十分配慮する。 

（３）ダンピング対策の充実  

契約額に占める人件費の比率が高く、単価の低い役務契約（清掃、警備等）において低価格

の落札があった場合、各府省が行う「低入札価格調査」の結果を中小企業庁が取りまとめ、労働

関連法、独禁法等の所管行政庁に情報提供し、ダンピング防止に向けた監視強化を図る。 

（４）特殊会社に対する要請の拡大  

官公需法で努力義務が定められている地方公共団体に加えて、民営化により官公需法の

対象外となった特殊会社に対して、国に準じた努力を要請する（要請先を昨年度の９社から１

４社に拡大）。 

２．中小企業者向け契約目標 

平成２３年度における国等の中小企業者向け契約目標金額：約 ３兆 ７，９１５億円 

（官公需総予算額に占める割合 ５６．２％） 

（参考：平成２２年度の契約実績） 

中小企業者向け契約実績額 約３兆２，２６５億円 

（官公需総実績額に占める割合：５２．４％） 



「平成２３年度中小企業者に関する国等の契約の方針」の構成 
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１．東日本大震災の被災地域等の中小企業者に対する配慮 

（１）官公需相談窓口における相談対応 
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（４）科学的・客観的根拠に基づく適切な契約 
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２．官公需情報の提供の徹底 

（１）各府省、公庫等ごとの契約目標等の公表 

（２）個別発注情報の提供と説明 

（３）官公需情報ポータルサイトによる情報の一括提供 

（４）官公需に関する相談体制の整備 

３．中小企業者が受注し易い発注とする工夫 

（１）分離・分割発注の推進 

（２）適正な納期・工期、納入条件等の設定 

（３）調達・契約手法の多様化における中小企業者への配慮 
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（５）中小企業官公需特定品目に係る受注機会の増大 

（６）官公需適格組合等の活用 

（７）調達手続の簡素・合理化 

４．中小企業者の特性を踏まえた配慮 

（１）技術力のある中小企業者に対する受注機会の増大 

（２）地域の中小企業者等の積極活用 

（３）中小企業者の適切な評価 

（４）中小建設業者に対する配慮 
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（１）適切な予定価格の作成 

（２）低入札価格調査制度の適切な活用等 

 

第２．中小企業者向け契約目標 

 

第３．官公需対策における政府一体の取組み 

 

（１）方針の普及及び徹底等 

（２）措置状況の通知及び情報の公表 

（３）地方公共団体の施策 

別紙 


